
入札公告 
次のとおり一般競争入札に付します。 

平成２２年１月７日 

分任支出負担行為担当官 
九州地方環境事務所 
那覇自然環境事務所 
所長 奥田 直久 

１ 競争入札に付する事項 

(5) 入札方法  

２ 競争参加資格 

３ 入札者の義務 

 この入札に参加を希望する者は、環境省が交付する入札説明書に基づいて競争参加資格確認申請書を作成し、受注実績を証明す
る書類を添付して期限までに提出しなければならない。審査の結果、入札参加資格が認められた者は、指定の期日に入札書を提出す
るものとする。 
 また、開札日の前日までの間において分任支出負担行為担当官から当該申請書に関して説明を求められた場合は、これに応じなけ
ればならない。  

４ 契約条項を示す場所等 

(1) 契約条項を示す場所及び入札説明書の交付場所  

(2) 問い合わせ先  

(3) 入札説明書の交付期間等  

５ 競争参加資格確認申請書提出の場所及び期間等 

(2) 提出期間等  

６ 入札の場所及び時間等等 

７ 電子入札システムの利用 

 本案件は電子入札システムで行う。なお、電子入札システムによりがたい者は、発注者に申し出た場合に限り紙入札方式に変えるこ
とができる。  

８ その他 

(1) 入札及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨  

(1) 件名 平成２１年度慶良間地域における改正自然公園法に基づく海域公園地区及び特別地域指定動植物種検討調査業務 
(2) 特質等 入札説明書による。 
(3) 履行期限等 平成２２年３月３１日 
(4) 納入場所 入札説明書による。 

 入札金額は、業務に要する一切の費用を含めた額とする。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５％に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の105分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。 

(1)  予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 
(2)  予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 
(3)  工事請負契約等に係る指名停止等措置要領について（平成１３年環境会第９号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 
(4)  平成１９・２０・２１年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「調査・研究」又は「その他」において、開札時までに
「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」級に格付されている者であること。 
(5)  入札説明書の交付を受けた者であること。 
(6)  沖縄県内に本社、支社、事務所又は営業所が存在すること。 
(7)  平成１７年４月１日から平成２２年１月１日の期間に完了した、以下に示す類似業務の受注実績があること。 
  ・自然公園内における現地調査を伴う陸域動植物の分布等調査及び潜水を伴う海域動植物の分布等調査に係る業務 

〒900-0027 沖縄県那覇市山下町5-21 沖縄通関社ビル４階 
九州地方環境事務所 那覇自然環境事務所 

〒900-0027 沖縄県那覇市山下町5-21 沖縄通関社ビル４階 
九州地方環境事務所 那覇自然環境事務所 総務課 宍戸、迫越 
電話 098-858-5824 

 平成２２年１月７日（木）から平成２２年１月１８日（月） ９時～１７時 
 （１２時～１３時を除く。） 
 入札説明書の交付を受けるときは、平成１９・２０・２１年度環境省競争参加資格（全省庁統一）の審査決定通知書の写しを持参す
ること。 

(1) 提出の場所  ４．（２）に同じ。 

 平成２２年１月７日（木）から平成２２年１月２０日（水） ９時～１７時 
 （１２時～１３時を除く） 
 但し、最終日は１２時までとする。 

日時 平成２２年１月２５日（月） １１時 
〒900-0027  沖縄県那覇市山下町5-21 沖縄通関社ビル４階 

 九州地方環境事務所 那覇自然環境事務所 

 日本語及び日本国通貨に限る 
(2)  入札保証金及び契約保証金  免除 



(3) 入札の無効  

(4) 契約書作成の要否 要  
(5) 落札者の決定方法  

(6) その他 詳細は入札説明書による。 

 本公示に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

 次の各要件を満たす入札者のうち、入札説明書に定める総合評価の方法によって得られた数値の最も高い者を落札者とする。 
[1]  入札価格が、予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であること。 
[2]  提案書が、環境省による審査の結果、合格していること。 
 ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる
とき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、上記各要件を
満たす者であって、落札者となるべき者以外で最も高い数値の者を落札者とすることがある。 


